平成２９年度　第１回大館・鹿角地域医療構想調整会議の要旨
１　開催日時　　平成２９年６月２日（金）午後２時から午後３時４０分まで
　　　　　　　
２　開催場所　　北部老人福祉総合エリアコミュニティセンター　１階「多目的ホール」
３　出席委員　　２５名中２４名出席（代理出席者を含む）　　　　　　　　（敬称略）
	荒川　　明
	小坂町診療所長（代理出席：事務長：荒川 美恵）

	吉原　秀一
	大館北秋田医師会理事（大館市立総合病院長）

	大里　祐一
	大里医院長（有床診療所代表）

	多治見　公髙
	秋田労災病院長

	大本　直樹
	大館市立扇田病院長

	吉田　雄樹
	かづの厚生病院長

	対本　宗訓
	大館記念病院長（代理出席：総括部長：井上美智子）

	今井　理子
	今井病院長

	菊地　康文
	鹿角中央病院長

	池田　　研
	西大館病院長

	畠山　光徳
	東台病院長

	小笠原　真澄
	大湯リハビリ温泉病院長

	渡辺　　徹
	大館北秋田歯科医師会長

	安藤　克之
	鹿角市・鹿角郡歯科医師会長

	黒沢　光春
	秋田県薬剤師会鹿角支部長

	片岡　孝彦
	秋田県薬剤師会大館北秋田支部長

	木村　陽子
	秋田県看護協会鹿角地区会員

	成田　久美子
	秋田県看護協会大館地区会員

	三浦　重弥
	全国健康保険協会秋田支部企画総務グループ長

	土舘　広人
	鹿角市地域包括支援センター所長

	村木　真智子
	鹿角市健康福祉部いきいき健康課長

	細越　浩美
	小坂町町民課長

	佐々木　ひとみ
	大館市福祉部健康課長

	相澤　　寛
	北秋田地域振興局大館福祉環境部長（大館保健所長）


４　議題等
（１）地域医療構想調整会議の進め方等について
資料１に基づき、当面の議論の進め方等について、事務局より説明。
　（２）地域医療構想の実現に向けて
　　 　 資料２～５に基づき、①平成２８年度病床機能報告の結果について、②地域医療介護総合確保基金について、③在宅医療等の新たなサービス必要量について事務局より説明し、意見交換を行った。
　（３）その他
　　 　 平成２９年３月の会議要旨について、追加等があれば１週間を目処に保健所に連絡をお願いする。
　　　  次回の会議は、国の動きを踏まえ介護の担当部署と調整し具体的なスケジュールを連絡する。

　
※会議における委員からの主な意見等は以下のとおり。

　【平成２８年度病床機能報告の結果について】
○　当区域の、平成３７年における慢性期の必要病床数と平成２８年度病床機能報告の病床数を比較すると、後者が１８３床多い。国はこの数値まで減らしたい考えなのか。また、この数値まで減らす必要があるのか。（医療関係者）
→地域医療構想では、病床を減らすのではなく、将来の医療需要が見込まれる前提に、各地域で考えていくこととしている。県としては、減らすのを前提にはしていない。

○　当地域は、介護型療養病床が多い。地域医療構想では、機能として医療と介護の両方にカウントとしているが、今後は、介護保険に一本化されるのか。（医療関係者）
→介護型療養病床が、平成２９年度で廃止された後、介護保険に一本化される。転換先として、新たな介護保険施設の介護医療院になる。性質としては、介護保険法上の介護保険施設だが、医療法上は医療提供施設とし、住まいたる施設に医療の機能がついている位置づけとなる。

○　当地域は医療型療養病床が１９２床あるが、平成３７年における慢性期の必要病床数は２７９床となっており、比較すれば少ないため、当地域の慢性期機能は多いのではなく、少ないというとらえ方になるのではないか。

このことは、元々曖昧だった部分であり、どう考えたら良いのか。（医療関係者）
→国では慢性期と在宅医療等とを一体的にとらえることとしており、慢性期のみではなく、在宅医療等と併せて目標数値を見ていく。
介護保険施設で医療ケアがどれだけ対応可能なのか。対応状況で、慢性期の医療提供量が足りているかどうか判断することもできるのではないか。
○　地域包括ケア病棟を新設したことによる効果として、在院日数の減少や、退院支援がスムーズになったことが挙げられる。（医療関係者）

○　急性期から回復期については、地域包括ケア病棟を有効に活用している。

（医療関係者）

○　当病院の問題点として、施設の老朽化、医師の減少及び病床利用率の低下が挙げられる。そのような中、地域の医療機関として、どのような機能を果たしていくべきなのかがまだ見えてこない。

当医療圏にどのような病院と機能が必要かを考えていくためには、市を中心に、議論を経た上で、遠くない将来に結論を出すべきである。（医療関係者）

○　調整会議において、病床数を自主的に減らしていくとされているが、県は実際それが可能だと考えているのか。最終的には知事の権限が行使されるのではないか。
（医療関係者）

→必要病床数については、２０２５年にこれだけの需要が見込まれると考えるもので、強制的に減らすことは想定していない。知事の権限については、医療法上規定されているため説明したものである。
○　この地域の病院の統合や経営形態の変更などについて市等と議論が進んでいるのか。（医療関係者）

→そのような気運が高まった場合には、協議が行われると考えるが、現在、具体的な動きはない。

○　人口減少社会においては、将来、施設数や病床数の減少が予想されるが、縮小された部分をどこにソフトランディングさせるのか。医療機関であれば、入院している患者はどこにソフトランディングしてもらうのか。それを考える為にも、現在の介護型療養病床を介護医療院にするならば、その全貌を可及的速やかに、国が明らかにするべき。それがないまま、病床機能報告で、将来をどうするか問われても、病棟機能を変えようがない。（医療関係者）

→機会をとらえて、国に対し申し入れていく。

　【在宅医療等の新たなサービス必要量について】
　　○　適正な介護需要を把握するためには、医療保険と介護保険、両方の視点から、行政レベルで議論しないといけない。（医療関係者）

→次期医療計画及び介護計画策定に向け、在宅医療に関するサービス必要量について、医療保険側と介護保険側との調整を行うことにしている。

○　介護医療院が来年４月から開設可能となっているが、６月になってもまだ中身が見えてこない。このような状態では、現在入院している患者はどこへ行けば良いのかわからない。在宅医療への転換を言われても、簡単なことではない。（医療関係者）

→介護医療院については、現在、国の審議会で検討されているが、状況がわかり次第、可及的速やかに皆さんが対応できるように情報提供を進めていきたい。

　　　　また、在宅医療については、他の構想区域でもそれを支える体制が十分でないという話を伺っている。新たに在宅医療に取り組む気持ちのある方がいた場合、医療介護総合確保基金を活用することで支援していきたい。在宅医療参入医師の確保について、事業提案など随時に受け付けている。

　　○　医師の高齢化や、後継者不在により、一次医療が崩壊してきている。病診連携が厳しくなってきているため、将来、当病院が一次医療も担う必要が出てくるのではないかと危惧している。（医療関係者）
○　一次医療を維持することが厳しく、今後は、さらに逆紹介が困難になるのではないか。（医療関係者）

○　人口減少により、必要病床数の差は、自然に収れんされるでは。地域の状況を関係者で共有していくことが大切である。（医療関係者）
【その他】
○　調整会議の場で、各病院のレセプトデータを提示できないか。（医療関係者）
→国のＮＤＢからは、病院を特定できない状態で各都道府県に提供されている。秘匿性の課題もあり、病院ごとにデータを開示することはできない。
○　秋田県内で地域医療連携法人をつくろうとする動きはあるのか。（医療関係者）

→全国では何カ所かがすでに認可されているが、秋田県の動きは把握していない。

平成２９年度　第１回北秋田地域医療構想調整会議の要旨
１　開催日時　　平成２９年６月５日（月）午後６時００分から午後８時００分まで
　　　　　　　
２　開催場所　　北秋田地域振興局鷹巣阿仁福祉環境部　２階「会議室」
３　出席委員　　１３名中１３名出席（うち、代理出席１名）　　　　　　　（敬称略）

	奈良　正人
	大館北秋田医師会長

	小林　　真
	大館北秋田医師会理事

	神谷　　彰
	北秋田市民病院長

	三木　志保

（代理：工藤卓也）
	鷹巣病院長

（鷹巣病院事務長）

	佐藤　正孝
	大館北秋田歯科医師会監事

	近藤　智明
	秋田県薬剤師会大館北秋田支部幹事

	畠山　淳子
	秋田県看護協会北秋田地区支部長

	桜田　義一
	全国健康保険協会秋田支部企画総務部長

	金　　史仁
	特別養護老人ホーム「永楽苑」施設長

	三澤　忠博
	北秋田市地域包括支援センター所長

	石崎　賢一
	北秋田市健康福祉部医療健康課長

	加藤　浩二
	上小阿仁村住民福祉課長

	相澤　　寛
	北秋田地域振興局鷹巣阿仁福祉環境部長（北秋田保健所長）


４　議題等
（１）地域医療構想調整会議の進め方等について
資料１に基づき、当面の議論の進め方等について、事務局より説明。

　（２）地域医療構想の実現に向けて

　　　　資料２～５に基づき、①平成２８年度病床機能報告の結果について、②地域医療介護総合確保基金について、③在宅医療等の新たなサービス必要量について事務局より説明し、意見交換を行った。

　（３）その他

　　　　平成２９年３月の会議要旨について、追加等があれば１週間を目処に保健所に連絡をお願いする。

　　　　次回の会議は、国の動きを踏まえ介護の担当部署と調整し具体的スケジュールを連絡する。

　※会議における委員からの主な意見等は以下のとおり。

　【平成２８年度病床機能報告の結果について】

　　○　地域医療構想と病床機能報告制度における区分の比較は、同じものと捉えて良いか。（医療関係者）

　　　→地域医療構想における区分は、個人に対する医療資源投入量で推計し、定量的であるのに対し、病床機能報告における区分は病棟単位と定性的な報告となっているため、将来推計の需要とズレが生じる。人口が多い大きな医療圏であれば、ある程度収れんしていくと思われるが、秋田県のような小さな医療圏単位で考えると、ズレが生じることを前提に考えていく必要がある。

　　○　都会と同じ物差しで報告し、それを元に考えていくこと自体に無理があるのでは。オンラインレセプト等の情報を活用できないか。国、県で整理し、情報を提供していただきたい。（医療関係者）

　　　→有効な情報が提供されるよう国に対し、意見を申し入れる。

　

　　○　医療過疎地域に都会と同じ物差しをどうやって当てはめていくのか。フレキシブルな対応をしてもらいたい。（医療関係者）

　

　　○　認知症ケア加算について、７月から取り組む予定で準備している。また、「退院支援加算１」に向けて検討しており、よりよい医療・看護体制を提供できるよう取り組んでいる。（医療関係者）

【在宅医療等の新たなサービス必要量について】

　　○　在宅医療等の新たなサービス必要量の内訳で、将来の慢性機能及び在宅医療とあるのは、入院ではないとの考え方で良いか。また、介護医療院とは病院ではないと考えて良いか。（医療関係者）

　　　→慢性期機能について、医療ケアの度合いが高い方を想定しており、そういった方が多ければ、その対応をこの地域で整備するか、隣の圏域と連携する等の議論が必要になってくる。

介護医療院は病院ではなく、医療法の医療提供施設に位置づけされるものである。

　　　　

　　○　医療療養からの転換先は。（医療関係者）

→参考資料２の①～⑧の施設系サービスと居住系サービスになる。

なお、介護療養該当分が介護医療院になる。

　　○　この地域は療養病床がないので、地域差解消は必要なく、一般病床のC3基準未満の患者しか、当てはまらないということで良いか。（医療関係者）

　→そのとおりで良い。

○　ベット数に関して平成２５年の実績を元に将来推計しているが、不足な部分を解消しながら進めていくつもりはないのか。

専門医がいなくなり、提供体制が維持できなくても病床数を維持するのか。在宅、訪問介護を取り入れながら在宅医療に向けた取組を行うのか。（医療関係者）

　　　→昨年１０月に策定した構想においては、現状の流出流入を前提に将来推計し、策定しているが、地域の現状に合わせていく必要はある。

　

○　在宅医療と訪問看護は、現在良い関係だが、居住系サービスにおいて、法律的な縛りで使えるサービスと使えないサービスがあり、非常に複雑である。

将来在宅医療を進めるにあたり、国として新たな枠組みを作るのか、今までと同じ制度で進めていくのか。在宅医療を進める場合、足かせを取っていく発想はないのか。（医療関係者）

　→国では、医療と介護は一体的というのが、現在の基本方針であるが、現場の声を伝えていきたい。
　　○　この地域で訪問診療を行っている医師の半数以上が高齢者あり、今後「医療資源」が回復しないまま、在宅医療を進めるのは、現実的でない。（医療関係者）

→他地域でも同様の意見がある。在宅医療を担う意欲がある医師がいれば、地域医療介護総合確保基金を活用した支援は可能である。意欲がある医師がいるかどうかは別にしても、具体的な在宅医療に向けた構想等があれば、随時、基金活用の相談を受け付けているので活用して欲しい。

○　医師確保対策室が出来て１０年位になるが、その成果・検証はどう考えているのか。（医療関係者）

　　　→今後、３～４年で知事指定の医師が１００人くらいまで増えることになっており、一定数まで増えるところまで来ている。

· 訪問診療を勤務医が行う必要があるとすれば、ニーズに見合う数の医師の派遣をお願いしたい。（医療関係者）

→医師確保対策室に伝える。

　　○　北秋田市民病院の精神病棟４０床が休止しているが、稼働出来る目処があるのか（医療関係者）

　　　　医師確保の努力はしているが、非常に厳しい。現在、将来的な経営も含めて市と話し合っている。（医療関係者）　

　
○　当地域では、現在、措置入院の対応ができないことから、今後、鷹巣病院で措置入院ができる体制を整備できないのか。（医療関係者）

意見があった旨を院長に伝える。（医療関係者）

平成２９年度　第１回能代・山本地域医療構想調整会議の要旨
１　開催日時　　平成２９年６月１２日（月）午後６時００分から午後７時３０分まで
　　　　　　　
２　開催場所　　山本地域振興局福祉環境部　２階「会議室」
３　出席委員　　２０名中１９名出席（うち、代理出席３名）　　　　　　　（敬称略）

	山須田　健
	能代市山本郡医師会長

	工藤　茂将
	能代市山本郡医師会監事

	石岡　　隆
	地域医療機能推進機構 秋田病院長

	近田　龍一郎
	能代厚生医療センター院長

	高橋　貞二

（代理：渡辺　雅樹）
	能代山本医師会病院長

（能代山本医師会病院事務長）

	野口　幹雄
	能代病院長

	京　吉紀
	京病院長

	島田　薫
	森岳温泉病院長

	庄司　尚人
	能代市・山本郡歯科医師会長

	小笠原　達志
	秋田県薬剤師会能代山本支部副支部長

	森　睦子
	秋田県看護協会能代・山本地区会員

	三浦　重弥
	全国健康保険協会秋田支部企画総務グループ長

	岩村　庄英
	特別養護老人ホーム「もりたけ」施設長

	松岡　修蔵
	二ツ井地域包括支援センター所長

	佐々木　和子

(代理:高杉　富喜子)
	能代市市民福祉部健康づくり課長

（能代市市民福祉部健康づくり課長補佐）

	夏井　博文
	藤里町町民課長

	佐々木　里史
	三種町健康推進課長

	堀江　広智

(代理:伊勢　睦子)
	八峰町福祉保健課長

（八峰町福祉保健課長補佐）

	永井　伸彦
	山本地域振興局福祉環境部長（能代保健所長）


４　議題等
（１）地域医療構想調整会議の進め方等について
資料１に基づき、当面の議論の進め方等について、事務局より説明。
　（２）地域医療構想の実現に向けて
　　 　 資料２～５に基づき、①平成２８年度病床機能報告の結果について、②地域医療介護総合確保基金について、③在宅医療等の新たなサービス必要量について事務局より説明し、意見交換を行った。
　（３）その他
　　 　 平成２９年３月の会議要旨について、追加等があれば１週間を目処に保健所に連絡をお願いする。
　　　  次回の会議は、国の動きを踏まえ介護の担当部署と調整し具体的なスケジュールを連絡する。
　

※会議における委員からの主な意見等は以下のとおり。
【平成２８年度病床機能報告の結果について】

○　医師会病院より、「参考資料１：平成28年度病床機能報告データ集」におけるデータの修正が申し出された。

○　地域包括ケア病棟は９０％以上で稼働しており、活用により、回復期リハビリテーションが減少してきている。（医療関係者）

○　レスパイト入院について、門戸を開いているが現在のところ活用されていない。

（医療関係者）

○　地域包括ケア病棟に入院していても簡単な手術が可能らしいので動向を注視していきたい。（医療関係者）

○　退院支援については、在宅に向けてこれから取り組んでいきたい。今後、一般急性期病棟の中に地域包括ケア病床を１２床設置する予定で、急性期から回復期への受け渡しの場として活用していきたい。（医療関係者）

○　介護療養病棟を有する病院については、来年の３月で廃止とした後の方向性を見定めている状況である。他の病院も退院支援加算の検討までには及んでいないのが現状ではないか。現在、入院患者の高齢化が著しく、慢性期の患者については看取りに近い状況と感じている。今後の高齢者医療については、現実的に見直す必要があるのではないか。

（医療関係者）

○　当病院は、全病棟が介護療養病床であるが、現在、国の転換基準が定まっていない。基準が定まった後でないと方向性は決められない。介護療養病床は高齢の方が多く、いわゆる看取りの患者を請け負っている部分がある。（医療関係者）

○　現在、慢性期の療養病棟においては、一部、回復期の機能を持たせている。６年後に向けいろいろシミュレーションしており、慢性期病床から１０床程度を回復期病床に転換し、回復期を強化する予定で考えている。（医療関係者）

○　平成３７年の病床数の必要量は、相当数減少される見込みとなっているが、有床診療所も含まれるか。（医療関係者）

→当該数値には管内の病床として有床診療所分も含まれている。ただし、参考値として示しているもので、強制的に削減させるものではない。医療法改正に知事の権限が記載されていることから、報告しているものである。

○　知事の権限の行使については、どの程度まで及ぶものか。（医療関係者）

→権限の行使を前提には考えていない。全国的にも極めて例外的な場合に限られると考えている。なお、決定の過程には医療審議会を２回経ることもあり、一方的に行われるものではない。

【在宅医療等の新たなサービス必要量について】

○　進め方の説明は理解できるが、具体的数値も定まらない中で、医療計画と介護保険事業計画との連携と示されても具体的には見えにくい。住民に効果をみせないままで病床削減ありきでないか。（介護関係者）

→今後、国から新たなサービス量について示される見込みであり、それをベースに、供給側からの意見も踏まえ議論を進めていきたい。

○　地域包括ケアシステムについては医療と介護の二本立てで行うべき。市町、医師会、病院等が連携し、できることは何なのかを詰めていくしかないのでは。（医療関係者）

○　５月に各市町と医師会で、地域包括ケアシステムの構築に向け、実務者による準備委員会を立ち上げた。情報共有を目的に、会議も開催したが担当毎の温度差が感じられた。

また、地域による医師の偏りや、介護施設を受け持つ医師の負担の増加や医師自身の高齢化等について、今後は地域全体の共通認識とし、効率性を高め、それぞれが地域を支え続けられるよう方策を考えていきたい。（医療関係者）

平成２９年度第１回秋田周辺地域医療構想調整会議の要旨

１　開催日時　　平成２９年６月６日（火）午後６時３０分から午後８時３０分まで

２　開催場所　　秋田県社会福祉会館　１０階「大会議室」

３　出席委員　　４８名中４４名出席（代理出席者を含む）　　　　　　　　（敬称略）

	松岡　一志
	秋田市医師会長

	白山　公幸
	男鹿潟上南秋医師会副会長（藤原記念病院長）

	島　仁
	秋田県医師会常任理事（有床診療所代表）

	下間　信彦
	男鹿みなと市民病院長

	中鉢　明彦
	湖東厚生病院長

	渡邊　浩
	杉山病院長

	羽渕　友則
	秋田大学医学部附属病院長

	石川　達哉
	秋田県立脳血管研究センター長

	坂本　仁
	秋田県立医療療育センター長

	伊藤　誠司
	市立秋田総合病院長

	遠藤　和彦
	秋田厚生医療センター院長（代理出席：名誉院長　阿部栄二）

	小棚木　均
	秋田赤十字病院長

	鈴木　敏文
	中通総合病院長

	小貫　渉
	中通リハビリテーション病院長

	小野　栄二
	土崎病院長

	松本　康宏
	秋田回生会病院長

	小玉　敏央
	医療法人正和会　五十嵐記念病院理事長

（代理出席：事務長　小松文男）

	金山　隆夫
	笠松病院長（代理出席：社会事業科長　加藤　雅史）

	三浦　進一
	外旭川病院長

	皆河　崇志
	御野場病院長

	細谷　貴美子
	細谷病院長

	白根　研二
	白根病院長

	稲庭　千弥子
	今村病院長

	豊田　洋
	秋田東病院長（代理出席：事務長代理　根田　悠士）

	藤枝　信夫
	清和病院長

	小泉　亮道
	小泉病院理事長

	福田　二代
	飯川病院長

	加藤　倫紀
	加藤病院長

	佐々木　嘉一
	秋田市歯科医師会長

	石井　秀彦
	男鹿市・南秋田郡歯科医師会長

	石場　加奈栄
	秋田県薬剤師会秋田中央支部長（代理出席：副支部長　岩間雄一）

	佐藤　友紀
	秋田県薬剤師会秋田中央副支部長

	成田　睦子
	秋田県看護協会秋田臨海地区会員

	中田　博
	全国健康保険協会秋田支部長

	小西　協平
	健康保険組合連合会秋田連合会事務局長

（代理出席：秋田銀行健康保険組合事務局長　石垣秀也

	岡部　博
	デイサービスセンター「はまなす」センター長

	米谷　充
	東通地域包括支援センター「ひだまり」所長

	川村　金高
	井川町地域包括支援センター所長

	伊藤　千鶴
	秋田市保健所長

	伊藤　文興
	男鹿市市民福祉部生活環境課長

	渋谷　豊
	潟上市市民福祉部健康推進課長

	渡部　公咲
	五城目町健康福祉課長

	加島　薫
	大潟村住民生活課長

	永井　信彦
	秋田地域振興局福祉環境部長（秋田中央保健所長）


４　議題等

（１）地域医療構想調整会議の進め方等について
資料１に基づき、当面の議論の進め方等について、事務局より説明。

　（２）地域医療構想の実現に向けて

　　 　 資料２～５に基づき、①平成２８年度病床機能報告の結果について、②地域医療介護総合確保基金について、③在宅医療等の新たなサービス必要量について事務局より説明し、意見交換を行った。

　（３）その他

　　 　 平成２９年３月の会議要旨について、追加等があれば１週間を目処に保健所に連絡をお願いする。
　　　  次回の会議は、国の動きを踏まえ介護の担当部署と調整し具体的なスケジュールを連絡する。

＊会議における委員からの主な意見等は以下のとおり。

【平成２８年度病床機能報告の結果について】

　◯　現在、高度急性期、急性期として報告しているが、医療資源投入量からみれば回復　　　期、慢性期病床に該当することもある。６年後は高度急性期、急性期にこだわること　　　は難しいと考えており、回復期、慢性期病床への転換を検討している。（医療関係者）

　

　◯　昨年７月に急性期５２床を地域包括ケア病床へ転換した。今後の診療報酬改定の内容は不明だが、現時点で６年後も同床としたい。（医療関係者）

　

　◯　現在病院の建替を検討しており、地域包括ケア病床を将来的に最大で６０床とする予定。今後の診療報酬改定等に対応しながら、回復期、慢性期病床について拡大していきたい。（医療関係者）
　◯　当院では病床稼働率が高いため、今後も現状を維持する予定である。（医療関係者）

　
◯　新棟の新築計画があり、回復期病床を増やす方向で検討している。（医療関係者）

　◯　将来、回復期が非常に不足する見通しとなっているが、県としてどう考えているの　　　か。（医療関係者）

　　→現状では、回復期が不足すると考えているが、医療機関同士でも情報共有していただきたい。

【在宅医療等の新たなサービス必要量について】

　◯　有床診療所という立場から発言するが、有床診療所は専門性に特化した機関、又は在宅医療に向けた後方支援に特化した機関、と大きく二つに分かれている。残念ながら、在宅医療に向けた後方支援の有床診療所は看護師が少ない傾向であり、入院基本料が安いこともあり経営が難しく、有床診療所を閉じているケースもある。県の支援があればありがたい。（医療関係者）

　　→他の地域でも、在宅医療に向けた後方支援を担う有床診療所関係者から、「将来の運営が大変厳しい。」という意見をいただいている。

在宅医療や後方支援に取り組むための事業に対しては、地域医療介護総合確保基金の活用が可能なので、具体的な事業を提案していただきたい。

　

　◯　個々の自宅へ訪問する在宅訪問診療は受療側の介護力低下、提供側の経営上の観点から縮小傾向にある。現場の感覚としては、将来的な在宅医療は施設系サービス、介護系サービスが増えてきており、短期入所施設での看取りが増えてきていると感じる。　外付けで医療を付加しないと将来成り立っていかないと思う。単独ショートステイも増えており、将来像がつかみにくい。（医療関係者）

　◯　現在、特養の建て替えは、ユニット式が多くなっており、安価な老健施設の需要が高まっている。経済的に困窮しているお年寄りが特養に入所できないケースが生じている。建て替えにあたり、多床式を増やしていかないと、入れない人がでてくる。

（医療関係者）

◯　秋田県は全国一ショートステイが多く、サ高住も増えているほか、今では、在宅の往診希望がほとんどない状況であることから、国の方針として在宅医療の推進となっているが、個人的には厳しい状況にあるのではないかと感じている。（医療関係者）

◯　利用料金が、ショートステイ等と比べ割高な訪問看護ステーションの需要が現在減ってきている。県は在宅医療に関して早め早めに対応をし、他県のモデルになるようにしていただきたい。（医療関係者）

◯　訪問看護ステーションが完全に立ちゆかなくなった訳ではない。在宅医療は、家庭内に介護する人がいないと成り立たないが、現在では、共働き等でそういう訳にもいかなくなっている。国の方針を簡単には受け入れることは難しいのではないか。在宅医療については、厳しい認識を持っていただきたい。（医療関係者）

◯　県はプロトコル通りに計画をたて策定していると思うが、現実と計画のギャップ　　が激しく実現できない構想にならないか危惧している。計画実現のための人的供給を　　考える必要がある。国に対しても、意見を主張していただきたい。（医療関係者）

　　→在宅医療は支える様々な職種の体制が厳しいという意見を各地でいただいている。

実効性のある計画となるよう検討していきたい。

◯　介護人材が不足していることから、特養での受け入れを拒否しているケースもある。現在、介護職を募集してもなかなか人が集まらない。県として、人手不足問題に対し、積極的に介入していただきたい。（介護関係者）

　　→所管する長寿社会課に伝える。

平成２９年度　第１回由利本荘・にかほ地域医療構想調整会議の要旨
１　開催日時　　平成２９年５月３０日（火） 午後４時～午後５時３５分
２　開催場所　　由利地域振興局福祉環境部２階　会議室
３　出席委員　　１９名中１７名出席（代理出席含む）　　　　　　　　　　　（敬称略）
	渡邊　　廉
	由利本荘医師会長
	

	齊藤　　修
	本荘整形外科院長
	

	間宮　繁夫
	国立病院機構　あきた病院長
	

	佐藤　一成
	由利組合総合病院長
	

	海法　恒男
	由利本荘医師会病院長
	欠席

	菅原　和彦
	菅原病院長
	

	鈴木　克彦
	本荘第一病院長
	

	曽我　正人
	象潟病院長
	代理　斎藤政治

	佐藤　泰和
	佐藤病院長
	

	金　　直樹
	金病院長
	欠席

	鈴木　直之
	由利本荘歯科医師会長
	

	森川　和夫　
	秋田県薬剤師会本荘由利支部長
	

	畠山　光世
	秋田県看護協会由利本荘・にかほ地区理事
	代理　飯尾美和子

	渡辺　　亮
	ＴＤＫ健康保険組合秋田支部事務長
	

	加納　　理
	特別養護老人ホーム「夢うさぎ」施設長
	

	佐々木　修
	にかほ市地域包括支援センター所長
	

	小松　　正
	由利本荘市健康福祉部次長兼健康管理課長
	

	畠山真姫子
	にかほ市市民福祉部健康推進課長
	

	伊藤　善信
	由利地域振興局福祉環境部長
	


４　議題等

（１）地域医療構想調整会議の進め方等について
資料１に基づき、当面の議論の進め方等について、事務局より説明。
　（２）地域医療構想の実現に向けて
　　 　 資料２～５に基づき、①平成２８年度病床機能報告の結果について、②地域医療介護総合確保基金について、③在宅医療等の新たなサービス必要量について事務局より説明し、意見交換を行った。
　（３）その他
　　 　 平成２９年３月の会議要旨について、追加等があれば１週間を目処に保健所に連絡をお願いする。
　　　  次回の会議は、国の動きを踏まえ介護の担当部署と調整し具体的なスケジュールを連絡する。
※会議における委員からの主な意見等は以下のとおり。

【平成２８年度病床機能報告の結果について】

○　県外からの医師の確保は、大学の医局からも支援は難しいと言われている。そうした中、常勤医師の退職もあり、医師の確保に苦慮しており、長いスパンでみれば病院の経営を維持することが難しくなってくる。

また、人口減少に伴い、患者数も減ってきていることから、将来的には現在の病床規模の維持が難しいので、今後は病床数削減の検討も必要になってくる。
（医療関係者）
○　医師の高齢化や看護スタッフ等の確保が困難であること等の理由から病床を休床する有床診療所が多い。（医療関係者）

○　医師の確保も困難だが看護職員の確保についても非常に厳しい。（医療関係者）

○　有床診療所では急性期の対応を行いながら回復期を担っている。現在の病床数では不足の状態なので、増床について検討してほしい。また、どこの有床診療所も医師の高齢化や医療スタッフの確保が課題になっている。（医療関係者）

　　→有床診療所の病床数については、平成３０年度ベッド規制が緩和される。医療審議会での議論は必要だが、地域包括ケアシステムの構築に資する機能があれば、届出のみで増床は可能である。

○　精神科病床は全国的に縮小傾向である。当院でも受診患者数の減少を踏まえ、職員体制を勘案し、病床数を減らすことも視野に入れて病院を維持していく。
（医療関係者）

○　精神病院版の地域包括ケアシステムに期待している。（医療関係者）

○　少子高齢化や人口減少の進行により、病床を減らしていかざるを得ないと思うが、当地域は多くの疾患を地域で完結できることが特徴であり、維持していきたい。
（医療関係者）

【在宅医療等の新たなサービス必要量について】

○　由利本荘市は広く、鳥海地区など訪問看護が困難な地区がある。訪問診療を受ける場合でも、看護師や医師数の減少により、在宅医療を受けられない患者が出てくる不安がある。（医療関係者）

○　介護施設において医療を要する入所者が増えているが、痰吸引等が必要な患者について、受入可能な介護施設がなく、他病院に転院になる場合がある。介護施設が増えても、医療提供体制が伴わないと対応できない。（医療関係者）

○　在宅医療を進めていく上で、訪問部門を強化する必要があるが、医療スタッフの高齢化の課題がある。限りある医療スタッフの有効活用のためにも、ＩＣＴを活用した地域型の遠隔診療の導入などによる診療報酬改定を提案したい。（医療関係者）

○　これから在宅医療へシフト化していく中、今後はそれに携わる看護師の育成が必要である。（医療関係者）

　　→今年度は医療計画と介護事業計画が同時改定であり、境目のないよう調整していきたい。

○　当地区は、面積が広大で訪問看護が大変であるが、医師会で実施している訪問看護ステーションは現在休止している。在宅医療への転換は難しい。（医療関係者）

平成２９年度　第１回大仙・仙北地域医療構想調整会議の要旨
１　開催日時　　平成２９年６月６日（火） 午後１時１５分～午後２時３０分
２　開催場所　　仙北地域振興局福祉環境部２階　会議室
３　出席委員　　２０名中１８名出席（代理出席含む）　　　　　　　　　　　（敬称略）
	池田　芳信
	大曲仙北医師会長
	

	豊島　慶弥
	豊島医院長（有床診療所代表）
	

	小畑　信彦
	秋田県立リハビリテーション・精神医療センター長
	代理　畠山　義人

	大谷　和生
	市立大曲病院長
	代理　冨樫　公誠

	西野　克寛
	市立角館総合病院長
	

	佐々木　英人
	市立田沢湖病院長
	欠席

	三浦　雅人
	大曲厚生医療センター院長
	

	深川　茂
	大曲中通病院長
	

	善本　正樹
	協和病院長
	

	寺邑　敏彦
	花園病院長
	欠席

	石川　円
	大曲仙北歯科医師会長
	

	高橋　正
	秋田県薬剤師会大曲仙北支部長
	

	畑山　ひふみ
	秋田県看護協会大仙・仙北地区理事
	

	桜田　義一
	全国健康保険協会秋田支部企画総務部長
	

	佐藤　義勝
	特別養護老人ホーム「ロートピア緑泉」施設長
	

	山口　誠
	大仙市地域包括支援センター所長
	

	高橋　京子
	大仙市健康増進センター所長
	

	高橋　信次
	仙北市医療局医療連携政策監
	代理　山信田　大作

	高橋　久也
	美郷町福祉保健課長
	

	豊島　優人
	仙北地域振興局福祉環境部長（大仙保健所長）
	


４　議題等

（１）地域医療構想調整会議の進め方等について
資料１に基づき、当面の議論の進め方等について、事務局より説明。
　（２）地域医療構想の実現に向けて
　　 　 資料２～５に基づき、①平成２８年度病床機能報告の結果について、②地域医療介護総合確保基金について、③在宅医療等の新たなサービス必要量について事務局より説明し、意見交換を行った。
　（３）その他
　　 　 平成２９年３月の会議要旨について、追加等があれば１週間を目処に保健所に連絡をお願いする。
　　　  次回の会議は、国の動きを踏まえ介護の担当部署と調整し具体的なスケジュールを連絡する。
※会議における委員からの主な意見等は以下のとおり。

【平成２８年度病床機能報告の結果について】

　○　大仙・仙北地域は、高度急性期病床が足りないが、実際は急性期病棟で対応している。病棟単位の報告であり、需要においてズレがでているケースがある。
（医療関係者）

　　

【在宅医療等の新たなサービス必要量について】

○　病院から介護施設に移る方が多いが、薬剤師の活躍の場がない。施設入所でも薬剤師が活躍できるようなシステムにして欲しい。（医療関係者）

　

○　核家族が多い現状では、病院から在宅には移ることは難しい。介護施設機能を病棟につくり在宅医療とするのがいいのでは。（医療関係者）

○　在宅からの延長であれば、介護施設で看取られるのが自然だが、看取りは嘱託医が行っている。（介護関係者）

　○　医師会としても在宅医療の支援を検討しているが、在宅医療へ投入する人材の量が不明である。在宅医療の定義が不明確なため苦労している。（医療関係者）

　

○　在宅医療担う開業医の高齢化が進行しており、往診できる医師が少ない。往診は、基本的に内科医が担っているが、若い先生が増えてこないと、将来危機的な状況になる。（医療関係者）

○　開業医の増加に伴い、病院の勤務医が減少するケースがある。全体的に医師数を増やす必要がある。（医療関係者）

→若い医師を呼び込む方策として、地域医療介護総合確保基金を活用した事業展開も可能なことから、具体的な提案をしていただきたい。

○　地域医療再生臨時対策基金ではアイデアを実現することができなかった。
（医療関係者）

○　地域医療構想での理想と地域における現状との差の実態が見えづらい。ウイークポイントを基金活用により、埋めていく必要があり、県の役割を期待している。協会けんぽの医療データで、何を分析できるのか検討していきたい。（医療保険者）

　

○　在宅医療を受ける方には、独居老人が多い。難しい課題がぼんやりしている状況だが、高齢者は、今後減少していく。都会における介護難民等のケースには当てはまらないのでは。（医療関係者）

平成２９年度　第１回横手地域医療構想調整会議の要旨
１　開催日時　　平成２９年５月３１日（水） 午後１時３０分から午後３時２０分まで
２　開催場所　　平鹿地域振興局福祉環境部２階　研修室
３　出席委員　　１５名中１２名出席（代理出席含む）　　　　　　　　　　　（敬称略）
	西成　忍
	横手市医師会長
	

	丹羽　誠
	市立横手病院長
	代理　吉岡浩

	小野　剛
	市立大森病院長
	

	齊藤　研
	平鹿総合病院長
	

	杉田　多喜男
	横手興生病院長
	

	小松　肇
	横手市歯科医師会副会長
	

	佐藤　京子
	秋田県看護協会横手地区理事
	

	中田　博
	全国健康保険協会秋田支部長
	

	渡部　勝
	特別養護老人ホーム「雄水苑」施設長
	

	佐藤　明雄
	横手市地域包括支援センター所長
	

	播磨　康博
	横手市健康福祉部健康推進課長
	

	南園　智人
	平鹿地域振興局福祉環境部長（横手保健所長）
	代理　村越勇


４　議題等

（1） 地域医療構想調整会議の進め方等について

資料１に基づき、当面の議論の進め方等について、事務局より説明。

（2） 地域医療構想の実現に向けて

資料２～５に基づき、①平成２８年度病床機能報告の結果について、②地域医療介護総合確保基金について、③在宅医療等の新たなサービス必要量について事務局より説明し、意見交換を行った。

（3） その他

平成２９年３月の会議要旨について、追加等があれば１週間を目処に保健所に連絡をお願いする。
　　　  次回の会議は、国の動きを踏まえ介護の担当部署と調整し具体的なスケジュールを連絡する。
※会議における委員からの主な意見等は以下のとおり

　【平成２８年度病床機能報告の結果について】
○　補足として、H29.5.1より平鹿総合病院では退院支援２の届出をしている。専従看護師を１名配置している。（医療関係者）

【地域医療介護総合確保基金について】
· ICTを活用した地域医療・介護連携推進事業は、今後県全体に広げていくのか。

（医療関係者）

→基盤整備等が必要になってくるが、可能であれば他の地域に広げていきたい。

○　医療に関しては、国民健康保険と社会保険があり、介護に関しては、市町村が主体になっている。地域により実情は違う。画一的な展開は難しいので、実情を考えて広めて欲しい。（医療関係者）
→地域の状況に応じて対応していきたい。

　　○　災害時精神科救急医療体制の状況について教えて欲しい。（医療関係者）
→現在、DPAT（災害派遣精神医療チーム）は県立リハビリテーション・精神医療センターに１チームある。次期医療計画に盛り込む際には、災害医療と連携しながら進めていきたい。
【在宅医療等の新たなサービス必要量について】
○　参考資料２で、横手地区は2025年に在宅医療等が2013年より減ると予想されているが、その根拠はなにか。予防医療が進み、健康寿命が延びるということか。
（医療関係者）
　　　→次回まで、可能な限り分析し報告する。
○　横手市＝二次医療圏なので、医療・介護の体制整備に係る協議の場を改めて持つ必要はない。県が参画したいのであれば、市の運営協議会に委員として入ったらいかがか。（医療関係者）

○　参考資料２の在宅医療等とは④～⑧をたしたものか？正確な数値を出して今後の方向性を議論した方がよいのでは。（医療関係者）
→可能な限り、わかりやすい数値を示せるように検討していきたい。
　　○　慢性的な医師不足、看護師不足により、在宅医療の充実を図ることが難しい。在宅医療は、多職種の連携によって成り立つものであるが、県の考え方は？
（医療関係者）
　　　→秋田大学医学部呼吸器内科の独立講座設置を、秋田大学に要請しているが、呼吸器内科の専門医が配置されるまでには、時間がかかる。現在、地域枠の卒業生で知事指定（知事から勤務先を指定できる）の医師は２０名弱いるが、今後、３～４年で１００名くらいまで増えると見込んでいる。そのほかの職種についても、地域に根付くための具体的なご提案があれば、地域医療介護総合確保基金を活用した事業展開も可能なので、提案していただきたい。

○　我々も、早急に呼吸器内科の講座をつくって、有能な指導者を配置していただくよう秋田県医師会を通じて要望している。

中堅クラスの優秀な医師が他県に引き抜かれていることが医師偏在の理由の一つである。全国から有能な呼吸器内科医を秋田県に呼び戻すような方策について検討をお願いしたい。（医療関係者）
→なるべく早く結果がでるように秋田大学に伝える。
　　○　人口減少が進む中、在宅医療を担っている医師の高齢化も進んでいる。

各種施設においては、看護師、介護士が不足しており、この先、医療従事者の不足により、施設が統合されないように人材確保や、今後の方向性について、正確に示して欲しい。（介護関係者）

→今後の方向性については、国の情報を分析し、可能な限り示していきたい。
【その他】
○　昨年１０月に策定した地域医療構想について、策定するだけでなく、今後どう具体的に動いていくのか。（医療保険者）
→政策推進のための資料を提供し、議論していく。
○　二次医療圏は、どうなっていくのか。（医療関係者）
→次期医療計画の策定過程で、議論していく。二次医療圏が変更になれば構想区域も原則変更になる。
平成２９年度第１回湯沢・雄勝地域医療構想調整会議の要旨
１　開催日時　　平成２９年５月３１日（水）　午後６時から午後７時４５分まで
２　開催場所　　雄勝地域振興局福祉環境部　２階「会議室」
３　出席委員　　１５名中１４名、代理１名出席　　　　　　　　　　　　　　（敬称略）
	佐藤　政弘
	湯沢市雄勝郡医師会長

	小野崎　圭助
	湯沢市雄勝郡医師会理事

	鎌田　敦志
	町立羽後病院長

	天満　和男
	雄勝中央病院長

	安倍　　等
	佐藤病院長代理

	佐藤　達司
	湯沢市・雄勝郡歯科医師会専務理事

	佐藤　隆志
	秋田県薬剤師会湯沢雄勝支部会員

	畑山　奈保子
	秋田県看護協会湯沢・雄勝地区理事

	中田　　博
	全国健康保険協会秋田支部長

	赤平　京子
	特別養護老人ホーム「いさみが岡」施設長

	鎌田　　信
	雄勝在宅介護支援センター所長

	照井　　宏
	湯沢市福祉保健部健康対策課長

	後藤　清作
	羽後町福祉保健課長

	冨田　幸市
	東成瀬村民生課長

	小柗　真吾
	雄勝地域振興局福祉環境部長（湯沢保健所長）


４　議題等
（１）地域医療構想調整会議の進め方等について
資料１に基づき、当面の議論の進め方等について、事務局より説明。
　（２）地域医療構想の実現に向けて
　　 　 資料２～５に基づき、①平成２８年度病床機能報告の結果について、②地域医療介護総合確保基金について、③在宅医療等の新たなサービス必要量について事務局より説明し、意見交換を行った。
　（３）その他
　　 　 平成２９年３月の会議要旨について、追加等があれば１週間を目処に保健所に連絡をお願いする。
　　　  次回の会議は、国の動きを踏まえ介護の担当部署と調整し具体的なスケジュールを連絡する。
　※会議における委員からの主な意見等は以下のとおり。
　【平成２８年度病床機能報告の結果について】
　　○　慢性期病棟と回復期病棟を厳密に分ける必要があるか？（医療関係者）
　　　→全国的にもまだ具体的に示されていないので、状況を見ながら検討する必要がある。在宅復帰への支援を中心に行っているのであれば、回復期病棟としての扱いでもよい。
　○　羽後町立病院は病棟内に地域包括ケア病床を設けており、４病棟１９床が地域包

包括ケア病床となっている。病棟単位の指定にはならないのか。（医療関係者）
   　→地域包括ケア病床入院基本料は、病床数２００床以上では病棟単位、２００床未満

は病床単位の指定となっている。地方では、病棟の中に地域包括ケア病床を作って
運用されているケースもあることから、制度改善を含め国への要望とさせていただき

たい。

報告上病棟単位だと、急性期か回復期かどちらかを選ばないといけないので、数の多い急性期を選んだと思うが、実態として４病棟のうち、地域包括ケア病床１９床

で運用されている
○　資料３の２ページの表１医療機能別許可病床数で湯沢・雄勝地域で高度急性期病

床が３１床不足しているが、どのような疾患を想定しているのか。

当地域では、心筋梗塞は平鹿総合病院にお願いしているが、それがどこまでも受入れ可能になれば、医療のレベル低下につながる。ある程度の医療水準であれば、当地域で完結したい。（医療関係者）

   →高度急性期については、ＩＣＵや高度な手術を行うものが該当する。３１床不足

　 という数字が出ているが、急性期病棟である程度対応していると考えられる。

　　 なお、高度急性期については、人口に基づいた推定数が算定されるが、医師確保

　 の問題もあるので、疾患毎に考えていく必要がある。

○　高度急性期と急性期を一緒にしようと考える人もいるが、区分を決める時に急性期の診療ができなくなるのではないか。高度急性期と急性期を一つにできるか再確認したい。（医療関係者）

→高度急性期の医療需要については、一定の人口で一定の割合で算出されるので、必ずしも一緒とは考えていない。高度急性期の需要が少ない地域では、中核的病院が一部高度急性期の患者を診ながら、病棟全体でみれば急性期だという局面も想定されるので、算定された数値だけを見て機械的に不足しているとは考えられない。それぞれの疾患毎に内容を精査する必要がある。
○　当地域は、一般病院が２施設で市町村も少なく秋田市地域と比較すると単純な地域である。

若い医師がいなく、在宅医療も医療構想の実現も厳しいと考えているが、在宅医療はそこに居住している医師が行うべきである。
→若い世代に勤務してもらう方策として、インセンティブを設けるなど、地域医療介
護総合確保基金を活用した事業展開も可能なことから、在宅医療の支援についてアイデアを出して欲しい。
○　近年患者数が減少しているので、例えば秋田市から開業医の先生が応援に来てもうまくいかない。当地域の医師は自分の診療以外に保健予防活動や各種健診、施設の嘱託医等により多忙を極めている。他地域から応援に来てくれるとするなら、外来診療以外で協力得をお願いしたい。（医療関係者）

○　医療従事者が少なく、人口密度も低い当地域の事情を考慮した次期医療計画や介護保険事業計画を策定して欲しい。（医療関係者）

　　　　　　　　　　　　　
【在宅医療等の新たなサービス必要量について】
○　医療と介護の整合性が言われているが、実際の現場では、在宅で長期型になると保険
点数上減算され収入減に繋がることもある。
   　当地域では特別養護老人ホームや老人保健施設等の施設の増加は見込めず、高齢者
が増える一方なので、国で示す平成３７年よりも前に対策を考えていく必要がある。各
地域の実情を踏まえ計画に反映させて欲しい。（介護関係者）
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